医　事　グ　ル　ー　プ

医療の安全の確保に関し、医療法に基づき医療機関への指導監督を行うなど府民が安心して医療を受けることができる体制を確保するため、以下の取組みを推進した。
１　病院の開設許可等及び立入検査

（1） 病院の現況　

	
	
	〔令和６年３月末現在〕

	種別
	施設数
	病床数

	一般病院
	４６３
	一般及び療養病床　　８５，２５１
結核病床　　　　　２８８
精神病床　　　３，９７０
感染症病床　　　　　　７８

	精神科病院
	　４０
	精神病床　  １３，８４７

	計
	５０３
	１０３，４３４


（２）病院の開設許可・届出件数等　

　（大阪市、堺市、豊中市、高槻市、東大阪市、枚方市、八尾市、寝屋川市、吹田市除く）

	
	開設許可
	構造変更
	使用許可
	廃止届

	計
	２
	２６２
	１２６
	６


（３）立入検査　

病院立入検査要綱に基づき、病院等の監視指導を実施し、医療機関の施設・設備基準などの適正確保に努めた。
令和５年度については、国事務連絡により、令和元年度以前と同様に実施することとされたことから、立入りによる検査を実施した。
立入検査実施病院数　５０５病院

（４）医事関係実務・立入検査研修会の開催
医事関係事務の円滑な推進及び立入検査の充実を図るため、下記のとおり研修会を開催した。
	研修名
	令和５年度立入検査説明会

	と　き
	令和５年６月２３日

	開催方式
	対面方式

	対象者
	府保健所、大阪市、堺市、豊中市、高槻市、東大阪市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び吹田市の医事担当者


２　医療相談事業　

（１）医療相談業務の実施　

総合府民相談室内に医療相談コーナーを設け、府民の医療に関する相談に応じるとともに、必要に応じて医療機関に対し、指導・助言を実施した。
相談件数　９０８件

（２）医療相談窓口整備事業　
予　算　額　　　５１５千円

決　算　額　　　４４３千円

　　府民に身近な保健所に医療相談窓口を整備し、医療機関に関する患者・家族からの相談や苦情に迅速に対応するとともに、必要に応じて医療機関に対する指導・助言を行うことにより、医療の安全と信頼を高めることに努めた。
３　医療安全対策指導者育成研修事業　

予　算　額　　２,４４２千円

決　算　額　　２,４４２千円

近年、医療事故が多発していることを踏まえ、府民が安心して医療を受けられるよう、各医療機関における医療安全対策の中心となる指導者を育成することにより、府内医療機関における医療安全体制の向上を図る事業を大阪府医師会に委託し、実施した。
	対象
	府内医療機関における医師、看護師その他医療従事者

	研修期間
	令和５年１０月２１日～令和６年２月３日（全５日）

	受講者数
	１２５名（研修参加者数）


４　医療施設等施設・設備整備事業　
予　算　額　　１０５，７４５千円

決　算　額　　　７０，６８３千円

病院における医療提供施設等を整備するため、必要な経費の一部を補助した。
５　病床転換等促進事業（ダウンサイジング事業）

予　算　額　　８８７，６４６千円

決　算　額　　１１２，５２４千円

地域医療構想にかかる過剰な機能の病床を削減（ダウンサイジング）するため、不要となる建物及び医療機器の処分にかかる特別損失、及び病院の廃止や再編統合に伴い退職する職員の早期退職制度の活用により上積みされた退職金の割増相当額について、必要な経費の一部を補助した。

６　医療機関等物価高騰対策一時支援事業
予　算　額　４,９８８,８５９千円

決　算　額　４,８８２,４９０千円

　　エネルギー・食料品価格等の高騰の影響を受けている医療機関等の負担軽減を図り、安定的な事業継続を支援するため、一時支援金を支給した。
　（１）物価高騰対策一時支援金
	支給対象施設
	大阪府内に所在する保険医療機関（病院・診療所）、保険薬局、助産所、施術所、歯科技工所及び指定訪問看護事業所

※ただし、国又は地方公共団体が開設する医療機関、受領委任取扱いの登録（承諾）を受けていない施術所及び介護保険適用の訪問看護のみを行っている指定訪問看護事業所は除く。

	支給額
	・病院、２床以上の有床診療所　１５，０００円×許可病床数
・上記以外　３０，０００円

	支給施設数
	（１回目実施分）２０，４０９施設
（２回目実施分）１９，８８６施設


　（２）食材料費高騰対策一時支援金
	支給対象施設
	大阪府内に所在する保険医療機関（病院・有床診療所）

	支給額
	６，４００円×許可病床数

	支給施設数
	５８９施設


７　医療法人の認可

（１）府内の医療法人の現況〔令和６年３月末現在〕

	区　　　　　分
	件　　　数

	診療所法人数
	４，５６３

	病院法人数
	２９８ 

	老健法人数
	１６

	介護医療院法人数
	１

	合　　計
	４，８７８


（２）設立認可等の件数

	区分
	設立認可
	解散認可
	吸収合併認可
	吸収分割認可
	社会医療法人認定
	定款（寄付行為）
一部変更認可
	非医師理事長認可

	医療法人
	１０７
（５３）
	２６
（１１）
	５
（２）
	０
（０）
	２

（０）
	４１０（１１4）
	０
（０）


※（　　）は事務所が大阪市内にあり、医療機関及び介護老人保健施設など全ての事業を大阪市内で行っている法人数【内数】

（３）設立認可取消件数

	区　　　分
	件　　　数

	医療法人
	０ 


○根拠法令　医療法

８　視覚障がい者施術所指導推進事業

予　算　額　　　３３１千円

決　算　額　　　　　０千円
　施術所に対する構造設備等の指導を行うとともに、視覚障がい者が開設する施術所の施設・設備整備を行う際の事業資金融資について、信用保証料の補給を行う。
９　施術者等学校養成施設の現況

（１）施設数及び学生定員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔令和６年３月末現在〕

	種別
	施設数
	入学定員

	あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師
	１１
	６８７

	柔　道　整　復　師
	１１
	７７０

	理　学　療　法　士
	８
	５６０

	作　業　療　法　士
	５
	２８０

	視　能　訓　練　士
	２
	１１０

	診　療　放　射　線　技　師
	３
	１９０

	言　語　聴　覚　士
	３
	１５０

	臨　床　工　学　技　士
	３
	２４０

	救　急　救　命　士
	４
	３００

	あん摩マッサージ指圧はりきゅう教員養成機関
	２
	３０


　　　※募集停止は、定員から除く。
（２）変更承認等の申請処理件数

	種　　　　類
	新規指定
	変更承認
	変更承認（定員増）
	届出
	取消

	診療放射線技師

	０
	２
	０
	０
	０

	理学療法士・作業療法士
	０
	４６
	０
	１４
	０

	視能訓練士
	０
	１０
	０
	１
	０

	言語聴覚士
	０
	９
	０
	１
	０

	臨床工学技士
	０
	２
	０
	２
	０

	救急救命士
	０
	２
	０
	１
	０

	はり師、きゅう師
	０
	５
	０
	１３
	０

	柔道整復師
	０
	８
	０
	１３
	０

	計
	０
	８４
	０
	４５
	０


（３）施術者等学校養成施設への指導調査　　４校

